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＜連結決算概要＞

売上収益は１兆928億円。前年比 ▲132億円、

1.2％の減収となりました。

その他収支を除く営業利益は、

746億円と、前年比 ▲126億円、14.4％、

当期利益は、461億円と、前年比 ▲ 278億円、

37.6％の減益となりました。
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＜得意先売上＞(為替の影響を除いた物量ベース)

トヨタグループ向け

軽自動車の不振があるものの、
国内車両生産全体としては増加しました。
また、アジアや北米での好調な生産や、北米での安全製品の拡販によ
り、海外でも増加しました。

トヨタグループ以外日系カーメーカ向け
ホンダは、主にアジアや北米での車両生産の増加や拡販により、
増加しました。

海外カーメーカ向け
フィアット・クライスラーは、
欧州での車両生産の増加やエアコン製品の拡販により 、
GMは、北米での車両生産の増加やエアコン製品の拡販に加え、
欧州でのコモンレールシステムの拡販により、
それぞれ売上が増加しました。
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＜製品別売上＞ (為替の影響を除いた物量ベース)

パワトレイン

欧州やアジア地域での車両生産増加により、売上が増加しました。

熱
欧州や中国での車両生産増加やエアコン製品の拡販により、
増加しました。

情報安全
日本や北米での車両生産増加や安全製品の拡販により、
増加しました。
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＜営業利益(除くその他収支)の増減要因＞

主な点は以下の通りです。

マイナス要因

為替差損 ▲280億円は、主にドルで13円、ユーロで12円など、

全般的に円高であったことによるものです。

労務費増 ▲55億円は、主に新興国での賃金増加によるものです。

償却費増 ▲30億円は、

アジアを中心とする海外での次期型製品の投資によるものです。

プラス要因

操業度差益 ＋255億円は、生産の増加や拡販によるものです。

合理化努力 ＋50億円は、コストダウンや生産性向上によるものです。

以上により、“その他収支を除く営業利益”は746億円となりました。
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＜地域別の売上・営業利益(円貨ベース)＞

次ページにて、現地通貨ベースで説明
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＜地域別の売上・営業利益(現地通貨ベース・その他収支を除く) ＞

日本

・海外輸出を中心に、生産増加や拡販により物量は増加しましたが、

円高により、売上収益は、前年比▲1.2％の減収となりました。

・利益については、円高に加え、研究開発費等の費用の増加により

前年比▲51.5%の減益となりました。

この費用増加は、安心・安全分野を中心とする将来の成長に向けた

費用投入によるもので、今後の事業成長に向けて積極的に

活動しております。

日本以外

・北米・欧州・アジアで、生産の増加や拡販により増収増益となりました。
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＜上期予想＞

足もとの為替の状況を踏まえ、修正いたします。

売上収益は、２兆1,700億円、

その他収支を除く営業利益は、1,250億円といたします。

前提となる為替レートは、ドル107円、ユーロ119円です。

日系車両生産台数は、国内は 428万台、海外は 971万台

と想定しております。
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＜通期予想＞

足もとの為替の状況を踏まえ、修正いたします。

売上収益は、４兆4,000億円、

その他収支を除く営業利益は、2,820億円を見込んでおります。

前提となる為替レートは、ドル106円、ユーロ117円です。

日系車両生産台数は、国内は 914万台、海外は 1,967万台と

想定しております。

16年度は為替の影響が大きく、減収減益の予想ですが、

中期方針の最終年度である18年度に向けては、

外部環境の変化にも対応できるような収益力向上のため、

新製品・新生産技術の積極的な投入を継続しながらも、

全社的な直接・管間生産性向上など、筋肉質な体質づくりを強化していき

ます。



＜株主還元＞

当社の株主還元方針に基づき、

株主の皆様への一層の利益還元と資本効率向上のため、 ８

百万株・３００億円を上限として、

自己株式を取得することを7月29日の取締役会にて

決議いたしました。

併せて、９千万株の自己株式を消却することについても

決議いたしました。

今後とも、企業価値の向上に努めるとともに、

配当および自己株式取得による一層の株主還元を

図ってまいります。
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